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 『求人の少ない地域における雇用に関する支援策を知りたい』 
 

地域雇用開発奨励金 
                              

      

                                   

対象となる方 

雇用機会が特に不足している同意雇用開発促進地域（※）、若年層・壮年層の流出の

著しい過疎等雇用改善地域（※）において、事業所を設置・整備し、その地域に居住する求

職者を雇い入れる事業主は助成金を受けることができます。 

 
支援内容  

同意雇用開発促進地域（※）等に事業所を設置または整備し、その地域に居住する求職

者を、継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対して、施設等の設置等費用と

雇い入れた地域求職者により増加した労働者数に応じて助成（1年ごとに3回支給）。 
 

   ※中小企業事業主の場合は、1回目の支給時に1/2の額を上乗せ。創業の場合は、1回目の支給時に 

同額を上乗せ。 

 
※同意雇用開発促進地域：都道府県が策定し、厚生労働大臣が同意した地域雇用開発計画に定められた雇用開発促進 

   地域の区域。 
※過疎等雇用改善地域：厚生労働大臣が指定する地域。 
※大規模雇用開発計画に係る特別措置：100人（200人）の雇入れ及び設置・整備に要した費用が50億円の

場合は1億円（2億円）の助成。 
※戦略産業雇用創造プロジェクト指定事業主に対する特例：1回目の支給時に雇入れ1人あたり50万円を上

乗せ。 

 
ご利用方法  

当該助成金に関する計画書を都道府県労働局長に提出し、当該計画期間の末日まで

に支給申請書を都道府県労働局長に提出。詳細については、最寄りのハローワーク又は都

道府県労働局にお問い合わせください。 

設置・整備に  

要した費用  

対象労働者の増加数（（ ）内は創業の場合のみ適用） 

3(2)～4人  5～9人  10～19人  20人～ 

 300万円～ 

1,000万円  

50万円  80万円  150万円  300万円  

1,000万円～ 

3,000万円  

60万円  100万円  200万円  400万円  

3,000万円～ 

 5,000万円  

90万円  150万円  300万円  600万円  

5,000万円～ 120万円  200万円  400万円  800万円  

求人の少ない地域において雇入れを行う場合に活用できる助成制度があります。 

お問い合わせ先 
公共職業安定所（ハローワーク）又は都道府県労働局 

URL（ハローワーク）: http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html 
URL（労働局）: http://www.mhlw.go.jp/general/sosiki/chihou/ 

『建設労働者の雇用の改善、技能向上のための支援策を行いたい』 
 

建設労働者確保育成助成金 
                                   

                                 

                                   

                                   

 

 

① 認定訓練コース（経費助成） 
支給対象となる方  
都道府県から広域団体認定訓練助成金の支給又は認定訓練助成事業補助金の交

付を受けて、認定職業訓練を行う中小建設事業主または中小建設事業主団体。 
 

助成内容 
広域団体認定訓練助成金又は認定訓練助成事業補助金の助成対象経費とされた
額の１／６に相当する額が支給されます。 

 
② 認定訓練コース（賃金助成） 

支給対象となる方  
雇用する建設労働者に対して、有給で認定職業訓練を受講させた中小建設事業主。 

 
助成内容 
認定職業訓練を受講した建設労働者１人１日当たり５,０００円が支給されます。 

 

③ 技能実習コース（経費助成） 
支給対象となる方  
（中小建設事業主） 

   雇用する建設労働者に対して、有給で建設工事における作業の技能向上のための技

能実習を実施または技能継承のための指導者養成講習を受講させた中小建設事業

主または中小建設事業主団体。 

 （中小以外の建設事業主） 

雇用する女性の建設労働者に対して、有給で建設工事における作業の技能向上のた

めに技能実習を実施した建設事業主。 

 
助成内容 
（中小建設事業主） 

技能実習の実施に要した実費相当額の９割（委託して行う場合は８割）が支給されま

す。ただし、１つの技能実習について１人当たり１０万円を上限としています。 

 ※岩手、宮城、福島の被災三県は当分の間、助成率を１０割に拡充しています。 

 （中小以外の建設事業主） 

技能実習の実施に要した実費相当額の５割が支給されます。ただし、１つの技能実習

 建設労働者の雇用の改善、技能の向上を行う中小建設事業主等に対して助成するもので

あり、建設業における若年労働者の確保及び育成並びに技能継承を図り、もって建設労働

者の雇用の安定、並びに能力の開発及び向上を目的としています。  
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